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マネロン等対策の有効性検証に対
する金融庁の取組み1

金融庁は、GLに基づくマネロン等リス
ク管理態勢の整備を求めてきたところ、
2024年 4 月末までに金融庁が受領した金融
機関等からの報告によれば、整備期限であ
る同年 3 月末時点の金融機関等における
GLの対応完了率は99％であり、多くの金
融機関等においてマネロン等対策の基礎的
な態勢整備が行われたと思われる。金融庁
は、2025年 4 月現在、金融機関等が期限ま
でに必要な対応を実施したことを検査等に
よって確認しているところであり、態勢整
備が完了していない金融機関等には早急な
対応を求めていく。

もっとも、これまで金融庁が整備を求め

てきたものは必要最低限のマネロン等リス
ク管理態勢であり、金融機関等は、日々巧
妙化・変化していくマネロン等リスクに対
応するため、継続的に態勢を維持・高度化
していく必要がある。

また、金融活動作業部会（FATF）によ
る第 5 次相互審査では、有効性審査（IO：
Immediate Outcome）がより重視され
る予定であり、主に金融機関等の監督と予
防措置の有効性（IO3）に係る審査におい
ては一部金融機関等に対し審査員からのイ
ンタビューが行われることが想定され、そ
の際には、金融機関等が自社のマネロン等
対策が有効に機能していることを合理的・
客観的に説明しなければならない。

以上のことから、自社のマネロン等リス
ク管理態勢を常に維持・高度化し、その有
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金融庁は、金融機関等に対して、「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対
策に関するガイドライン」（以下「GL」という）に基づく態勢整備を2024年 3 月末
までに完了させることを要請してきた。この基礎的な態勢整備の完了後は、各金融
機関等が直面するマネロン・テロ資金供与（以下「マネロン等」という）リスクに
応じて、整備した態勢の有効性を維持・高度化するため、「有効性検証」がより一
層重要となる。そこで、金融庁は、金融機関等による有効性検証の取組みを促進す
るべく有効性検証に関する考え方等を示した「マネロン等対策の有効性検証に関す
る対話のための論点・プラクティスの整理」（以下「ディスカッション・ペーパー」
という）を2025年 3 月31日に公表した。
本稿では、ディスカッション・ペーパーについて解説する。なお、本稿の意見に
わたる部分については、筆者の個人的見解である。
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効性を対外的に合理的・客観的に説明でき
ることが重要となってくる。そのためには、

「有効性検証」、すなわち金融機関等が、変
化するマネロン等リスクに対して有効な管
理態勢を構築することを目的として、「自
社が、直面するマネロン等リスクの特定・
評価・低減を適切に実施していること」を
確認する取組みを確実に実施し続けること
が肝要である。

ディスカッション・ペーパーの公
表2

金融庁は、従前からGLの対応を求めて
いる事項のうち、複数項目について有効性
検証を実施することを求めてきた一方で、
その実施範囲や実施方法等は、直面するマ
ネロン等リスクや取り扱う業務等に応じて
自社で検討すべきものであることから、詳
細な手法等を指定していなかった。そのた
め、有効性検証を開始してまだ日が浅い金
融機関等は、有効性検証をすべきであると
理解していても、雲をつかむような話と感
じていたかもしれない。

そこで、金融庁は、2025年 3 月31日、金
融機関等による有効性検証の取組みを促進
する観点から、有効性検証の取組みに関し
てその考え方や、金融庁と金融機関等の対
話の基本的な進め方について、ディスカッ
ション・ペーパーを公表した。

また、金融庁は、ディスカッション・ペー
パーの公表と同日に、金融機関等における
有効性検証の取組事例をまとめた「マネロ
ン等対策の有効性検証に関する事例集」（以
下「事例集」という）も公表した。事例集
は、金融機関等から実際の有効性検証に関
する取組事例を聴取して作成しているもの

であり、金融機関等が有効性検証の実施を
検討するにあたっての参考資料として活用
されることを想定している。また、今後も
金融庁のモニタリング等で把握した事例に
ついては適宜加筆・更新する予定である。

なお、繰り返しになるが、有効性検証は、
金融機関等が自らの直面するマネロン等リ
スクに応じて自社で検討の上実施されるも
のであり、ディスカッション・ペーパーは
あくまで考え方を示すものである。した
がって、ディスカッション・ペーパーは、
これさえやっておけば大丈夫といった最低
の目線・水準を示すものでは全くないし、
金融機関等や金融庁がチェックリストとし
て用いることも想定していない。同様に、
事例集記載の事例すべてに対応すればよい
ものでもなく、金融機関等が自社の規模・
特性等に応じて参考にしていただきたい。

有効性検証の考え方（ディスカッ
ション・ペーパー第Ⅲ章）3

⑴　有効性検証の計画策定
有効性検証は一過性の取組みではなく、

継続的に検証を実施し、その結果を踏まえ
て改善対応を行うものである。そのため、
金融機関等は、自社が有効性検証として実
施すべきことを検討の上計画を作成し、計
画にのっとって検証を実施し、検証結果に
応じて改善対応を行うことが重要となる。

また、マネロン等対策の有効性確保のた
め、金融機関等が自らの方針・手続・計画
等を策定した上で、経営陣による関与のも
と、これを全社的に徹底し、有効なマネロ
ン等リスク管理態勢を構築することが求め
られるが、有効性検証においても、経営陣
の責任のもと、営業・管理・監査の各部門
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が担う役割・責任を明確にし、適切な資源
配分を行った上で、組織的に対応を進める
ことが重要となる。

その上で、検証実施主体は必ずしも検証
対象業務から独立している必要はなく、適
切な検証を実施でき、合理的・客観的に説
明できるのであれば、必ずしも独立性は求
められないと考えられる。
⑵　マネロン等リスクの特定・評価の検
証

マネロン等対策の大前提は、リスクベー
スアプローチであり、それは有効性検証で
あっても変わりない。金融機関等が自らが
直面するリスクを正しく認識できなければ、
マネロン等対策を的確に実施することはで
きず、また、それを検証・改善することも
できない。そのため、マネロン等リスクを
特定・評価することは、すべてのマネロン
等対策の礎となるものであり、これをおろ
そかにしてしまえば、堅牢なマネロン等リ
スク管理態勢の構築・維持はとても見込め
ない。

金融機関等は、GLに基づきリスクの特
定・評価の結果としてリスク評価書を作成
しているところ、リスクの特定・評価の有
効性を検証するにあたっては、このリスク
評価書の作成過程の妥当性を検証の上、特
定・評価に活用している内外の情報が十分
か、リスクの変化に応じて適切な時期に更
新できているか、すべてのリスクを特定・
評価できているかといった点を検証するこ
とが考えられる。
⑶　リスクの低減の検証
金融機関等は、GLに基づき、特定・評

価結果を踏まえたリスク低減策を整備し、
低減措置を実施している。そこで、リスク

の低減の検証にあたっては、この低減策の
整備と低減措置の実施の妥当性を定性的・
定量的に検証することが考えられる。特に
定量的な検証においては、マネロン等リス
クに係る指標を活用することも重要となろ
う。

リスクの低減の検証においては、その範
囲や内容の適切さを検証することが考えら
れ、低減措置の実施の検証においては、整
備した内容に準拠して低減措置を実施でき
ているかを検証することが考えられる。
⑷　適時の有効性検証の実施
ここまで定期的な有効性検証の枠組みに

ついて述べたが、金融機関等は、重大な法
令違反やマネロン等事犯などが発生した際
には、従来のマネロン等対策の有効性を改
めて検証し、改善対応を行うことが求めら
れる。この適時の検証においては、事象の
内容を踏まえて従来のリスク特定・評価・
低減の適切性を改めて検証し、課題発見時
に改善対応を行うことはもちろん、従来の

（定期的な）有効性検証で事前に課題を発
見できなかった原因を分析し、必要に応じ
て有効性検証の手法などの改善を図ること
も重要となる。

有効性検証に係る金融庁と金融機
関等との対話（ディスカッション・
ペーパー第Ⅳ章）

4

⑴　金融庁と金融機関等の対話の実施
今後、金融庁は、金融機関等による自ら

のマネロン等リスク管理態勢の主体的な維
持・高度化を支援するため、金融機関等と
有効性検証に関して対話を実施する。そこ
では、金融庁は、ディスカッション・ペー
パーの個々の論点を形式的に適用したり、
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チェックリストとして用いたりすることは
なく、金融機関等が自らリスクの特定・評
価・低減を適切に実施しているか確認する
予定である。

前述のとおり、有効性検証は一過性の取
組みではなく、継続的な検証およびその結
果を踏まえた改善対応の実施が必要であ
る。したがって、対話においても、金融機
関等からの説明内容を踏まえて、金融機関
等における有効性検証の計画作成、検証実
施および検証結果を踏まえた改善対応を確
認する予定である。対話においては何より
も金融機関等が自ら説明を行い、その内容
が合理性かつ客観性かどうかを重視する。
その際、金融機関等が合理的・客観的な説
明を行うためには、定性的・定量的な検証
結果を活用することが有用となろう。また、
仮に対話を通じて課題が発見された場合、
金融機関等がその原因を特定し、改善する
ことが求められる。

また、前述のとおり、有効性検証におい
ては、金融機関等が、営業・管理・監査の
各部門が担う役割・責任を、経営陣の責任
のもとで明確にして、組織的に対応を進め
ることが重要であることから、経営陣、有
効性検証の担当部署や関係部署等、内部監
査部門それぞれと、担う役割・責任に応じ
たテーマで対話を行うことを予定している。
⑵　経営陣との対話
まず経営陣とは、GLに基づき、有効性

検証についても適切な資源配分や役員・部
門間で連携した上での枠組構築、検証状況
を把握・議論し必要に応じて追加施策を指
示するといった主導的な関与等を行う役割
をきちんと果たしているか、対話を行う想
定である。

⑶　マネロン等対策の担当部署および関
係部署との対話

次に、マネロン等対策の担当部署や関係
部署とは、その役割を踏まえて、有効性検
証の実施内容やその結果を踏まえて対話を
行うことを想定している。リスクの特定・
評価の妥当性、低減策の整備・実施の妥当
性、適時の有効性検証の妥当性等がテーマ
になろう。
⑷　内部監査部門との対話
最後に、内部監査部門とは、第 3 線とし

て第 1 線・第 2 線から独立した立場で行
う、有効性検証の計画・実施・改善対応の
適切性の監査の実施状況とその結果を踏ま
え、有効性検証実施態勢が適切であるかと
いった点を中心に対話を行う想定である。

なお、対話を行う対象の選定や、具体的
な対話の手順は、現在、一部金融機関の協
力のもと、対話の試行を始めている。その
試行結果も踏まえ、2025年 7 月以降に本格
的な対話を始めるべく準備中である。

おわりに5
FATF第 5 次相互審査のオンサイト審査

は、日本は2028年 8 月に実施されることが
発表されており、すべての金融機関等がイ
ンタビューの対象となり得るところ、マネ
ロン等リスク態勢の有効性検証は、中長期
的に計画・実施するものであることからす
ると、FATF第 5 次相互審査に向けて残さ
れた時間は決して多いわけではない。

無事期限までに態勢整備を完了した金融
機関等についても、決して立ち止まること
なく、ディスカッション・ペーパーや事例
集を参考にしながら、有効性検証を不断に
実施し、自信をもってオンサイト審査を迎
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えられるよう、着実に準備を進めていただ
きたい。

金融庁は、マネロン等対策を日本の国際
的な信認にかかわる重要課題として位置付
けており、今後も金融機関等のマネロン等
対策の強化を促進するため、全力でサポー
トを続けていく。
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